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資料Ⅰ－①  被用者保険の納付金等に係る負担の保険料率換算   

（第3回高齢者医療制度に関する検討会 提出資料）  

Ⅰ・現行制度における前期高齢者に係る負担の保険料率換算（平成20年度）  

被用者保険 計   協会健保   組合健保   

前期高齢者に係る負担（満年度） ①  

＜前期高齢者給付費＋前期高齢者納付金＞  
3．3兆円   1．5兆円   1．3兆円   

総報酬  ②   194兆円   77兆円   88兆円  

÷一瞥  

7て・寛ゝき 

〉■＼責 

竃∴1  

招   

注1：前期高齢者納付金には前期高齢者が負担する後期高齢者支援金の財政調整に係る分を含む。   

2：協会健保の保険料率換算の［］は協会健保の国庫負担分（75歳以上分の16．4％及び75歳未満分の13％）を除いたものである。  

3‥健保組合の（）は、健保組合の保険料率換算について、組合ごとの加入割人当たり総報酬の格差による変動範囲を粗く計算したものであ  
る。   



Ⅱ．前期高齢者の財政調整の仕組みを75歳以上にも拡大した場合   
（平成20年度の医療給付費等を基礎とした極めて粗い計算）  資料Ⅰ－①  

＜前提条件＞  （第3回高齢者医療制度に関する検討会提出資料）  

○ 現行の長寿医療制度の加入者は、長寿医療制度導入前の制度に加入するものとし、前期高齢者の財政調整の仕組みを   
75歳以上にも拡大して適用。  

○ 高齢者の医療給付に対する公費負担については次の2ケースを仮定。   

ケースⅠ：高齢者の医療給付に対して5割の公責負担なし   

ケースⅡ：現行の長寿医療制度の医療給付に対して5割の公費負担（現役並み所得者の公費負担なし）  

注1：協会健保の保険料率換算の【】内は納付金に係る協会健保の国庫負担分（75歳以上分の16．4％及び75歳未満分の13％）を除いたものである。   

2：健保組合の（）は、健保組合の保険料率換算について、加入者1人当たり総報酬の格差よる変動範囲を粗く計算したものである。   

3‥現行の長寿医療制度の給付に対する公費（支援金に対する公費及び保険料軽減等に対する公費を除く）は、現役並み所得者には公費がつかないことから長寿医療制度の給   

付費に対する割合は46％（平成20年度）となっている。したがって、今回の試算においては、公費割合を46％とした。   

4：納付金は、平成20年度における前期高齢者納付金及び平成20年3月分の老人保健の給付費及び拠出金を年度換算したものを基礎に算出。   

5：総報酬は、平成20年度の総報酬を基礎に75歳以上の被保険者本人が長寿医療制度導入前の制度に加入することにより1％増加すると仮定した。   



資料Ⅰ－②  前期高齢者医療給付費に係る財源構成の変化   

Ⅰ前期高齢者医療給付真に定率公費（5割）を導入した場合の財源構成の変化   
（単位：兆円）  

財源内訳  

前期高齢者  
協会健保  組合健保、共済等   

給付費  
国嘩  

定率公暮  

保険料   公費   保険料   保険料   公費   
（5割）  

現行制度   5．2   1．3   0．2   1．7   1．0   1．0  

前期高齢者に  

定率公費（5割）  5．2   0．7   0．1   0．9   0．5   0．5   2．4   
を導入した場合  

※ 平成21年度予算ベース  

注1：現行の長寿医療制度は、現役並み所得者は5割公費がないことから、給付に対する定率公費の割合は平成21年産予井ベースで47％となっている。したがっ  

て、今回の試算では、前期高齢者の給付に対する公費割合を47％と仮定。  
注2‥市町村圏保の公費割合は50％として試算しており、市町村国保の保険料軽減等に対する公費の影響については考慮していない。   



資料Ⅰ－②  

Ⅱ 前期高齢者医療を長寿医療制度と同様の仕組みにした場合の財源構成の変化   

○前期高齢者医療給付費の財源‥・前期高齢者の保険料2割、公章5割、支援金3割と仮定  

控諾霊屋㌫吉諾諾諾警は前期高齢者給付費のおおむね2割であることから、機械的に慧 
ユ抑  

財源内訳  

前期高齢者  
協会健保  組合健保、共済等   国保  前期高齢者   

給付費  

保険料   公費   保険料   保険料   公費   

の保険料  
（5割）  

（2割）   

現行制度   5．2   1．3   0．2   1．7   1．0   1．0  

長寿医療制度と  

同様の仕組み  5．2   0．5   0．1   0．7   0．2   0．2   1．0   2．4  
とした場合  

※ 平成21年度予算ベース  

■■■－－－一一一一－－一一一一一一－■■■一■■－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一－－一一一一一一－－一一－－－－一－－－－－－－－一一一一－－－－－－一一－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－一－－－－■■■－■－－■一－■■■■■－－■－■●■■■－■   

協会健保、組合健保、国保等の各制度の保険料は、現行制度ではそれぞれの制度に加入している前期高齢者の保険料を含むが、長寿医療制度   
と同様の仕組みとした場合、前期高齢者の保険料は先当てされるため各制度の保険料は65歳未満の者の保険料のみとなる。  

l 現行制度において前期高齢者約1400万人（平成21年度予算案ベース）は、協会健保に170万人（12％）、組合健保、共済等に90万人（7％）、国保：   
に1160万人（82％）が加入している。  

■■－－－一一－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－一－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－一一－－－－－－－－－一－－－－－－一－－－－－－一一－－一一－－■－－■■一一－■●－－－■－■■   

注1‥現行の長寿医療制度は、現役並み所得者は5割公費がないことから、給付に対する定率公費の割合は平成21年度予算ベースで47％となっている。したがっ  

て、今回の試算では、前期高齢者の給付に対する公費割合を47％と仮定。   
注2＝市町村国保の公費割合は50％として試算しており、市町村国保の保険料軽減等に対する公費の影響については考慮していない。  
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資料Ⅰ－（診   

（参考）  

前期高齢者加入率が、全国平均加入率12％を上回る保険者については交付金が交付され、  

下回る保険者については納付金を納付することとなる。  
健保組合は、一般的に前期高齢者の加入率が低いので、納付金を納付することとなる。  

各保険者の納付金  

＝（当該保険者の1人当たり前期高齢者給付♯）×当該保険者の0～74歳までの加入者数  

×（全国平均の前期高齢者加入率 一 当該保候者の前期高齢者加入率）  

平全  
均国  

健政  

保管  

組健  

合保   





資料Ⅰ－④  

日■独■仏における被用者保険（医療）における  

保険料率及び労使負担割合  

日本   
8．2％※1   

（2009）   労使折半   

13．85％※2  
フランス  被用者：0．75％、事業主：13．10％   
（2008）   別途、年金・医療・介護・家族手当を目的とした「一般社会拠出金」として、  

労働所得に7．50％賦課（うち医療分：5．29％）   

ドイツ   14．6％※3   
（2009）   労使折半   

※1全国健康保険協会管掌健康保険の保険料率  

※2 民間商工業の被用者、公務員、年金受給者を対象とした一般制度における保険料率  
※3 公的医療保険における保険料率   



健康保険組合の保険料率一覧（平成19年度決算見込）  

【保険料率下位10組合】  

保険料率   うら事業主   うら被保険者   
（‰）   

事業主の   
負担分（‰）   

被保険者の   
負担分（‰）   負担割合（％）  負担割合（％）   

平均総報酬額  
（円）   

31－200   15＿600   15．600   500   500   6103734   

2   31＿200   15＿600   15．600   500   500   2,825,461 

3   32（二×：旧  16＿000  16．∞0  500   500   3657739   

4   420〔X）   21.0000 21＿（X旧   500   500   6801378   

5   43＿500   14．150   675   325   9039661   

6  44．000  22000   22．000   500   500   5,733.373 

7   44＿000  22．000  22＿000   6．506．243   

8   44．000   27．060   16．940   615   385   12．193524   

9   45＿〔沿0   27＿000   18＿∞0   600   400   12、303．924   

10   45．000   34．000   11．000   75．6   24＿4   8．337．996   

Ⅷ   45000   27＿000   18．∝）0   60＿0   400   8．542．935   

12   45．α⊃0   22．500   22．500   50．0   50．0   5，203．966  

※ 保険料率には、調整保険料率を含んでいる。  
※ 準備金又は穣立金を繰り入れることで、保険料率を低く設定している組合がある。  

【保険料率上位10組合】  

保険料率   うら事業主   うら被保険者   事業主の   被保険者の   平均総報酬額  
（‰）   負担分（‰）   負担分（‰）   負担割合（％）  負担割合（％）   （円）   

96．20〇   53＿670  42．530   55．8   44．2   4，955，926   

2   96＿200   54＿690   41．510  56＿9  43．1   5．213．539   

3   95．930   52．710  43．220   54．9   45．1   5．832．891   

4   95．890   50＿445   45．445   52＿6   47．4   5．197．633   

5   95．7二30   60．490   35▲240   63．2   36．8   3．823．252   

6   95．640   53．360   42▲280   55．8   44．2   3、995，283   

7   95，620   50．310  45．310   52．6   47．4   4．345、934   

8   95．4（：）0   53＿220   42．180   55．8   44．2   3．735．460   

9   95＿380   50．190   45．190   52．6   4了4   3．893．194   

10   95．360   60．228   35．132   63．2   36．8   4，606，222   

※ 保険料率には、調整保険料率を含んでいる。  

Ⅶ悼≠ヰ【－㊤l   

（事業主：40．38‰、被保険者：32．70‰）  

※ 保険料率には、調整保険料率を含んでいる。  
※ 平均標準報酬月額×12ケ月＋平均標準賞与（年間）  



資料Ⅰ－⑥  高齢者の患者負担割合を1割に変更した場合の医療費・医療給付真の変化  

（第3回高齢者医療制度に関する検討会提出資料）  

○ 現行制度で3割負担の65歳以上高齢者の患者負担割合を1割負担に変更した場合の医療   

章一医療給付真の変化を計算。  

・現行制度で3割負担の高齢者 … 65～69歳の者（長寿医療制度対象者除く）及び  

70歳以上（長寿医療制度対象者含む）の現役並み所得者  

医療費   医療給付費   

〔 

3割負担 

〕  ほ 
3割負担 

〕   

実効給付率  

変更前   40，400億円   33，100億円   81．8％   

変更後   44，500億円   40，900億円   91．9％   

増加額   4，000億円   7，800億円  

注1：給付率の変化に伴う医療費の波及増（長瀬効果）を見込んでいる。  

注2：変更前の医療費は平成19年度メディアス（概算医療費）ベース。  

注3：実効給付率は、変更前は老人保健の現役並み所得者の実効給付率、変更後は老人保健の一般所得者の実効給付率（平成19年  
1～12月実績）を用いている。   

＜医療費の波及増（長瀬効果）とは＞   

制度的な給付率の変更（＝患者負担率の変更）に伴い、1人当たり医療費の水準が変化することが経験的に知られており、こ   
の効果を「長瀬効果」と呼んでいる。   
例えば、給付率が低くなる（＝患者負担が増加する）制度改革が実施されると、受診行動が変化し、受診率が低下したり、1人   
当たり日数が減少する。   



資料Ⅰ－⑦  

日本とドイツにおける老人と若人の1人当たり医療糞  

日本（2006年）0～74歳1，398ドル 75歳以上6，685ドル   

≠老若比率4．8倍  
※ 0～64歳と65歳以上の老若比率は、4．2倍となる。  

ドイツ（2006年）0～64歳2，144ドル 65歳以上7，845ドル   

≠老若比率3．7倍  

※米ドルを1としたときの購買力平価（「OECD＝eakhData2008」より）にて換算。  

※出典…日本については、老人医療受給対象者（平成一時度においては、74歳以上の者及び65～73歳の陣菩薩走者）に係る老人医療費、   0 

～74歳は老人医療受給対象者以外の医療保険加入者に係る医療費である0なお、0～64歳、65歳以上については、平成柑年度の    医 

療保険の各制度の事業年報等を基に算出。  

ドイツについては、連邦統計庁資料より0公的及び民間医療保険に係る医療費について、年齢別の全人口に基づいて算出。  
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後期嵩齢者診療料の届出状況について（速報値）  

楯
無
〓
－
㊥
 
 

注1届出数は、平成20年5月1日現在の速報値  
注2 内科診療所数は、平成17年10月1日現在（医療施設調査）  
注3 割合は、病院の届出件数29件を除いた診療所の届出件数のみで算出   

＋＋J   



後期高齢者にふさわしい医療の実施状況調査  

■調査目的   

・「後期高齢者診療料」の算定状況及び改定後の治療内容の変化   

● 後期高齢者診療計画書の作成状況   

・「後期高齢者診療科」の算定を受けた患者の理解度及び満足度   

＜調査のねらい＞  

O「後期高齢者診療科」の算定状況  

・75歳以上外来患者数及び後期高齢者診療科の算定患者数はどの程度か。  

・後期高齢者診療科の算定患者において改定前後で通院回数等に変化があるか。  

○後期高齢者診療計画書の作成状況  

・後期高齢者診療計画書の交付回数及び作成時間はどの程度か。  
・患者への説明時間はどの程度か。  

O「後期高齢者診療料」の算定を受けた患者の理解度・満足度  

・医療機関からみた患者の理解度はどの程度か。  

・患者自身の満足度はどの程度か。  

t調査対象及び調査方法   

・ 全国の後期高齢者診療料の届出を行っている医療機関の中から無作為抽出した3，500施  

設を対象に医療機関調査及び医療機関を通じた患者調査を行う。   

． 自記式調査票の郵送配布・回収とする。   

■調査項目（中医協 検－2参照）   

■調査スケジュール  

調査票の設計  

・調査票の検討、調査客体の選定等  

調査実施  

集計・分析  

報告書作成  

調査検討委員会  ○  ○  

「ヽ⊃   



資料Ⅰ－⑨  

l 敷■ ヽ・    ′ l■ ヽ  

1  

※急  

上の   

，▼り －－－ 

乎                                  一一一一一■   －ヽ  三成14年10月廃止：；  

－－ －－－ －－＿＿‥＿＿一一一一 一一ノ  

こ  

医療機関ごとに選択  患者ごとに選択  

性増悪時に実施した550点以  

検査、画像診断、処置は除く  

○医療機関は、患者ごとに後期高齢者診療料も従来の出来   
高による算定も蝿  
○後期高齢者診療計画書及び、診傭のたびに指導の内容を   
文書で交付する。  

○原則として当該医療機関を受診する全ての慢性疾患の患  
者を対象としており▲鑑とに出来高との選択馳。  

○急性増悪時はその旨を診療報酬明細暮に記載することでその間は出来高井定可能  
○対象疾患＝糖尿病、高血圧症、脂質異常症、心不全等の慢性疾患   
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終末期における医療費  

終末矧こおけるケアに係る制度及び政策に関する研究  

（財）医療経済研究・社会保険福祉協会より抜粋  

0死亡月における医療費は、6ケ月前の3．4倍  

年齢階層別死亡前1年間の死亡者1人あたり月尊医療費  

（単位：千円）  

－‖ －10 －9 －8 －7 －6 －5 －4  －3 －2 －1 0  
死 亡 ま で の 月 別  

（資料）府川哲夫「高齢化と老人医療費」  

0死亡月の1日当たり医療費は、入院期間が長し鳩者ほど低くなる傾向にある。   



○死亡月における1人当たり入院医療費は、入院期間が1週間を超えると高くなる傾向にある。  

○ 死亡前1ケ月間の入院医療費は7，859億円、入院医療費総額（約10．8兆円）の7％程度（平成9年度）  

1遵間以内  1遺間～1ケ月  1ケ月～3ケ月  3ケ月～6ケ月  6ケ月～1年  1年以上   

人数 102，157  136，557  170，956  130，302   83，393  116，751   

期間   3．5   18．5   30   30   30   30   

1日当たり平均点数   11，058．1  5，40∈主，0  4，581．3  4，101．8  3，428．4  3，673、1   

1人当たり入院医療費   38フ，034  1，000，476  1，374，399  1，230，526  1，028，520  1，101，934   

！塵轟   395   1，366   2，350   1，603   858   1チ28フ   

「総額」合計（1週間以内～1年以上）：7，859億円   




